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Ⅰ 基本方針 

近年、過去に例をみない大規模な自然災害の多発に加え、新型コロナウイル

ス感染症の流行、ロシアのウクライナ侵攻による肥料・飼料等の高騰といった

想定外のリスクも生じ、農業経営を取り巻く状況は厳しさが増している。 

本県においては、人口減少とともに離農等に伴い農業者数も減少している。

一方、法人経営体も含めた大規模経営体数は増加傾向にある。 

このような中、ＮＯＳＡＩ団体は、多様な動きが進む各地域の特性を踏まえ

た加入推進を通じて、農業経営安定のための基幹的なセーフティネットとして

の農業保険を、農業の生産現場により深く浸透し、全ての農業者に提供するた

め、組織を挙げて取り組む必要がある。 

収入保険では、全国17万経営体の新たな目標に対して、更なる制度普及、推

進を図る。農業共済では、無保険者を出さないための水稲共済や園芸施設共済

の加入推進を重点的に取り組み、特に園芸施設共済の加入率８割の目標達成に

向けて取り組み、農業経営の安定のみならず農業生産力の発展、更には地域経

済の活力維持に貢献し、農業・農村の基本的なインフラとしての役割を担って

いくこととする。 

また、農業の生産現場でのデジタルの活用等を推進するとともに、農林水産

省の共通申請サービスの普及を進める。 

本年度はＮＯＳＡＩの全国運動である「未来へつなぐ」サポート運動の初年

度であり、「安心をすべての農家へ届けよう」を運動目標とし、「より身近に、

より丁寧に、農家のもとへ」を行動スローガンに掲げ運動の目標達成に取り組

むこととする。 

 

１ 総合性・地域性を踏まえた農業保険の加入推進 

（１）令和５年度総目標共済金額１兆3,021億円の達成と収入保険加入推進目

標4,034経営体の達成 

① 組合員の農業経営安定のため補償の強化を図る。 

② 農業者の「経営安定」「経営発展」「経営評価」に資する情報提供を通

じて、農業経営の総合的な補償制度である収入保険制度への加入を強

力に推し進める。 

（２）収入保険・農業共済共通の加入推進 

加入推進優良事例（経営局長表彰受賞事例など）の実践を図るとともに、

農業版ＢＣＰ※１（事業継続計画）の活用を農業者に促し、リスク対応とし

ての農業保険加入の重要性を説明する。 

また、制度見直しが行われた場合は、その都度、見直し内容を農業者に



 

 

周知するとともに、見直し内容を踏まえた加入推進を行う。 
    ※１ ＢＣＰ：Business Continuity Plan（ビジネスコンテュニティプラン）の略称

で、企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合
において、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継
続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急
時における事業継続のための方法、手段などを取り決めておく計画のこ
と。（経済産業省） 

（３）収入保険の加入推進 

行政やＪＡ等関係機関と連携し、青色申告者の拡大を図る。 

収入保険の加入資格を有する農業者については、幅広いリスクを補填 

し、補償水準が高い収入保険を優先して推進する。 

野菜や工芸作物等、農業共済では対象外の品目については、地域の実態 

を踏まえ重点的推進を図る。 

（４）農業共済の加入推進 

収穫共済については、白色申告者等へは農作物・畑作物・果樹共済を推 

   進する。特に、当然加入制や一筆方式が廃止された水稲共済については、 

   制度見直しにより白色申告者も加入できるようになった全相殺方式等も 

   活用し、加入推進を図る。 

園芸施設共済については、法改正後の制度見直しによる補償の充実等を 

農業者にＰＲし、加入率８割を目指す。 

家畜共済については、特に加入率の低い種豚・肉豚の加入拡大に努める。 

任意共済のうち建物共済については、建物総合共済の地震等補償割合 

の引き上げ等これまでの仕組み改善による実績を踏まえ、今後更なる改 

善を図りつつ、加入推進に努める。また、農機具共済では、農作業事故の 

注意喚起と併せた収入保険加入への推進や、ロボット農機具などスマー 

ト農業の進展を踏まえた加入推進に努める。 

収入保険の加入者についても、農業資産及び生活資産を総合的に補償 

できるよう、園芸施設や建物・農機具等、資産共済の加入を勧める。 

（５）加入推進に係る行政及び関係団体との連携 

農業保険による農業者経営の安定は、行政及びＪＡ等としても重要な 

課題であり、農業保険の加入推進に当たっては、農業者情報の把握、青色 

申告者の拡大、農業者の農業保険制度の周知・説明並びにクロスコンプラ 

イアンス、掛金・保険料等の補助の実施等、農政及び農業生産に係る関係 

部署及び関係団体等に協力を求め、連携を図る。 

（６）加入者保護の対応方法 

① 高齢者に対する加入推進時には、親族の同席を求めるなどきめ細か 

な取り組みにより、農業者の意向確認を徹底する。 

② 障害を理由とする不当な差別的取扱いの禁止及び合理的配慮の取扱 



 

 

いの内規を遵守し、加入者保護の観点から加入推進に取り組む。 

 

２ 人材育成と役職員の資質向上 

農業保険を適切に推進するため、役職員研修を計画的に実施する。特に収入 

保険については、作物ごとの政策など農政全般の知識のほか、税・農業簿記等 

の専門知識も有し、農業経営改善への助言ができる職員の育成に引き続き取組 

む。 

また、農業者の経営の発展を支援し、地域経済の安定に貢献する組織の役職 

員としての意識醸成の環境づくりに取り組む。 

 

３ 事業運営基盤の強化 

（１）組合の運営基盤の強化 

将来にわたって安定的に事業運営が行えるよう、収入保険や農業共済を 

含む農業共済の資産を把握し、両事業の計画的かつ総合的な加入推進を行 

う。 

（２）家畜診療所の運営基盤強化 

ＮＯＳＡＩ団体の家畜診療所としての役割である家畜共済制度の普及と 

併せ、本県の畜産・食料生産を支える基幹的家畜診療所としての役割を果た 

していくため、経営収支の安定や獣医師の確保など運営全般に係る諸課題 

について、獣医療を提供する体制の整備を図るための岩手県計画に基づき、 

地域行政や畜産関連団体等、関係機関と連携し対応する。 

（３）組織体制の整備 

適切な人材管理・人員配置により、目標の達成に向けて、組織のパフォー 

マンスを最大限発揮できるよう組織体制を整備する。その際、ＤＸ※２（デ 

ジタルトランスフォーメーション）の積極的活用を図る。また、業務継続計 

画（ＢＣＰ）の策定を通じ、大災害時にも損害評価等の業務が適確に実行 

できるよう準備を整える。 

農業保険システムのＷｅｂ化を進め、効率的事務処理体制を構築する。 
    ※２ ＤＸ：Digital Transformation（デジタルトランスフォーメーション）の略称

で、企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を
活用して、顧客や社会のニーズをもとに、製品やサービス、ビジネスモデ
ルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風
土を変革し、競争上の優位性を確立すること。（経済産業省ガイドライン） 

（４）共済部長等基礎組織構成員との連携強化等 

共済部長等基礎組織構成員の活動しやすい環境づくりに努め、共済部長 

等の協力の下、制度の周知や加入推進等を円滑に進める体制を構築する。高 

齢化により共済部長等の確保が難しい地域においては、無保険者を出さな 

いよう、加入推進等に係る代替手段を整備する。さらには、農村の地域政策 



 

 

における基礎組織の位置付けについても地域内で検討し、連携強化を図る。 

（５）コンプライアンスの体制の一層の強化 

農業者や国民に信頼される組織とするため、情報開示や説明責任の徹底、 

内部けん制機能の強化・確立等、コンプライアンスを踏まえた事業運営を徹 

底する。 

 

４ 広報・広聴活動の強化 

（１）広報戦略の確立と実践 

目標の達成に向け、農業共済新聞を始めとする各種広報媒体の活用方針 

を明確にした広報戦略を再構築する。その上で、すべての役職員が広報の果 

たす役割を理解・共有し、事業推進や円滑な組織運営に向けた広報の位置付 

けを明確にし、実践する。 

（２）農業者との信頼関係を構築する広報活動の実践 

農業者の経営発展に資する情報提供を通じて、農業者の制度への理解を 

深め、信頼される組織となるため、面談・訪問活動などを通して、不断の広 

報・広聴活動を実践するとともに、農業共済新聞や広報紙、ホームページな 

ど各種広報媒体の特性を最大限に活用し、その拡充・強化を図る。 

 

５ 引受計画と実施方策 

農業者の農業経営安定のための、基幹的なセーフティネットとしての機能 

 を果たすことが重要なことから、事業ごとに推進方策を策定し推進するもの 

とする。 

 

（ア）農作物共済 

① 加入推進方策 

ア 加入推進目標 

全相殺方式への方式移行の取り組みも含め、継続加入の確保と未加 

入者の解消を図るため、収入保険も含めた加入見込面積の目標を各地 

域センター一律に設定し加入推進を行う。 

イ 全相殺方式への移行の取組み 

青色申告を行っている農業者へは収入保険を優先的に勧める。農作

物共済を選択する農業者には全相殺方式を中心に勧め、補償割合、単

位当たり共済金額の選択により掛金負担の軽減ができること、耕地ご

とに補償ができる一筆半損特約を掛金の試算を用いて説明するなど、

農業者ニーズに応じた推進に努める。 

また、白色申告関係書類を用いて全相殺方式に加入することが可能 



 

 

となっていることから、出荷データの記録と保管が必要であることを

周知し、帳簿全相殺方式への移行を促す。 

ウ 加入推進の強化 

加入推進期間を十分に確保し、継続加入から漏れた農業者全てに対    

する再推進並びに、加入申込書を提出しない農業者全てに対する    

個別訪問を実施する。 

エ 制度内容の普及 

ⅰ 農業保険加入の重要性を認識してもらうために、農業版ＢＣＰの 

活用を農業者に促すとともに、最高補償割合である全相殺方式、品 

質方式及び災害収入共済方式への加入促進を図るため「リーフレッ 

ト」や「農作物共済のあらまし」を全農家に配布し普及を図る。 

ⅱ 農作物共済制度から収入保険制度に加入を切り替える場合の掛金 

等の取扱いについて丁寧に説明する。 

② 引受けの適正化 

ア 諸会議等の開催及び研修会等の受講 

適正な引受実施のため担当職員を対象とした会議等の開催や、農林 

水産省主催の研修会の受講により、専門的知識の習得や職員の資質向

上・平準化を図りコンプライアンス態勢の強化に努める。 

イ 基準単収設定の適正化 

ⅰ 水稲 水稲収量等級改定要領に準じ必要に応じて、設定収量等級 

見直しや改正についての検討を行うとともに、新規需要米（飼料用米） 

の基準単収設定補完のための実測調査等を実施し適切な引受けを図 

る。 

ⅱ 麦 過去の出荷実績が得られる組合員はその実績値を基礎として 

基準単収を設定し、過去の実績が得られない場合は、耕地条件、肥培 

管理等の現地調査結果及び過去の被害実績を適用した適切な基準単 

収の設定を図る。 

ウ 引受けの早期確定 

ⅰ 事務処理の適正化 

a 加入申込書兼変更届出書の加入申込期間内の提出を図る。 

b 責任開始前までの加入承諾、不承諾の決定を通知する。 

c 正確な耕地情報の把握により引受けを早期確定する。 

d  早期に加入承諾書兼共済掛金等払込通知書を発行し、共済掛金等 

の期限内の完全徴収を目指す。 

e 責任期間中の収入保険移行者、期限内共済掛金等未納者の共済関 

係を解除する。 



 

 

ⅱ 水稲については、市町村農業再生協議会や東北農政局岩手県拠点 

と連携し、水稲生産実施計画の変更内容との突合処理と加入承諾書 

兼共済掛金等払込通知書による組合員へ内容確認の実施を行い、引 

受変更の適正化と早期の引受確定を図る。 

ⅲ 麦については、市町村農業再生協議会並びにＪＡ等関係団体との 

情報交換に努め作付面積の把握を行い、引受対象耕地の引受けと畑 

作物の直接支払交付金申請者等に係る単位当たり共済金額を適正に 

適用する。 

③ 関係機関との連携 

市町村農業再生協議会など関係機関との連携により、水稲生産実施計 

画書と水稲共済加入申込書兼変更届出書の一体化処理のための協議・検 

討と帳票出力処理を行い、継続的な一体化処理の実施による適正な引受 

けを図る。 

 

（イ）家畜共済 

① 加入推進方策 

ア 飼養計画に対する補償充実への取組み 

  死亡廃用共済と疾病傷害共済へのセット加入による補償の充実を図

ることが必要であり、さらには、支払限度超過を避けるためにも期首引

受けでの制度説明が重要となる。そのため、補償内容の提案に際しては、

掛金に係る説明など制度について誤解を与えることがないよう正確か

つ丁寧な説明を行う。 

イ 関係機関・団体との連携による推進 

行政、ＪＡ等との連携強化を図り、未加入農家の情報を得て、個別訪 

問により家畜共済の推進に努める。 

   ウ 飼養者リストの整備 

役職員、関係機関、家畜診療所獣医師等から知り得た農業者情報の整

備を進めるため、他の農業共済事業と情報共有し、総合的な顧客リスト

の整備を行う。 

   ② 制度内容の普及 

ア 定期的に（基本的には10月１日現在）農家の飼育頭数を調査し、共済 

資源の把握に努める。 

イ 農業保険加入の重要性を認識してもらうために、農業版ＢＣＰの活 

用を農業者に促すとともに、農業者リストの整備を図り、農家ニーズに 

合った補償を提案し、効率的・効果的な推進を行う。 

ウ 死亡廃用共済並びに疾病傷害共済の区分及び包括共済家畜区分等に 



 

 

ついて、万全の補償となるよう、農家経営体に合った加入推進に努める。 

エ 大規模肥育農家及び養豚農家等の未加入農家に対して、事故除外方 

 式等の加入推進を行い引受拡大に努める。 

オ 期首・期中・期末調整及び収入保険への切り替え、廃業等による引受 

け終了時の掛金等に徴収・還付が生じた場合は、迅速かつ適正な事務処 

理に努める。 

カ 牛個体識別情報への異動等の通知を速やかに行うよう周知を図る。 

③ 引受けの適正化 

   ア 期首・期中・期末時の異動頭数及び個体確認は、牛個体識別情報検索 

システム又は組合員等の帳簿その他の飼養管理の記録を利用して家畜 

の飼養頭数を効率的に確認することにより、家畜共済加入申込書兼継 

続加入通知書の記載内容を確認し、事務取扱要領に基づき適正に引受 

けする。 

なお、牛の現地確認の際には、耳標による確認を励行し、飼養牛の個 

体把握が確実となるように努める。 

イ 評価基準に基づく適正評価と家畜診療所との連携による提案型推進 

を継続加入時に行い、死亡廃用共済にかかる付保割合並びに疾病傷害 

共済にかかる選択割合（補償金額）の上限加入に努める。 

ウ 組合員への家畜共済制度と収入保険制度の説明に努め、農業者の経 

 営方針に沿った補償制度の選択について周知を図る。 

④ 家畜共済未収掛金等の早期回収 

家畜共済組合員等負担共済掛金等について、分納・期末調整による共済 

掛金等が払込期限までに支払われなかった場合は、回収に努めるととも 

に、督促状により期限を指定して、事業規程等の定めるところにより延滞

金を徴収する。 

⑤ 諸会議等の開催及び研修会等の受講 

適正な引受実施のために、担当職員を対象とした会議等の開催や、農林

水産省主催の研修会の受講により、専門的知識の習得や職員の資質向上・

平準化を図り、コンプライアンス態勢の強化に努める。 

⑥ 関係機関・団体との連携強化 

県（広域振興局）、市町村、ＪＡ等との連携・協調により、制度の普及 

啓発と資源情報の把握に努め、引受拡大を図る。 

 

 

 

 



 

 

（ウ）果樹共済 

① 加入推進方策 

ア 加入推進目標 

制度機能を果たせるよう、加入率向上を図るため、品目ごとに加入率 

が低位の地域センターを重点的に、加入率の向上が図られるよう収入 

保険も含めた加入見込面積の目標を設定し加入推進を行う。 

イ 加入推進の強化 

加入推進期間を十分に確保し、農業版ＢＣＰの活用を農業者に促す 

とともに、継続加入出来なかった農業者全てに対する再推進及び加入申

込書を提出しない農業者全てに対する個別訪問を実施する。 

ウ 制度内容の普及 

ⅰ 制度内容を組合員等へ適切・的確に説明するため、制度普及リーフ 

レットを作成し、加入推進などに活用する。 

ⅱ 加入者に対し経営管理に役立ててもらうため、経営管理ノートを 

県及びＪＡ等からの指導を受けて作成・配布する。 

ⅲ すべての白色申告者が全相殺方式に加入できるようになった帳簿 

全相殺方式についてチラシにより周知する。 

エ 引受率の向上対策 

ⅰ 有資格面積の調査を継続し、結果樹齢に達した樹種の完全引受を 

徹底する。 

ⅱ 農家負担の公平性を説明するため、危険段階別共済掛金率を適用 

した保険設計書を活用した提案型推進により、収入保険への加入も 

含めた新規加入の促進を図る。 

ⅲ 新品種については、農業研究センター、農業改良普及センター及び 

ＪＡ等からの情報収集と栽培状況調査を行い、適時、標準収量表に追 

加し引受拡大を図る。 

② 引受けの適正化 

ア 諸会議等の開催及び研修会等の受講 

  適正な引受実施のために、担当職員を対象とした会議等の開催や、農 

林水産省主催の研修会の受講により、専門的知識の習得や職員の資質 

向上・平準化を図りコンプライアンス態勢の強化に努める。 

イ システムの活用 

樹園地管理システムを活用し、樹園地の樹種ごとの植栽状況を正確 

に把握できる植栽図を作成し、園地台帳の整備を図る。 

ウ 事務処理の適正化 

ⅰ 加入申込書兼変更届出書の加入申込期間内の提出を図る。 



 

 

ⅱ 責任開始前までに加入承諾、不承諾の決定を通知し、早期に加入承 

諾書兼共済掛金等払込通知書を発行し、共済掛金等の期限内完全徴  

収を目指す。 

ⅲ 責任期間中の収入保険移行者、期限内共済掛金等未納者の共済関 

係を解除する。 

③ 関係機関との連携強化 

ア 果樹経営安定対策で設置されている果樹産地協議会の構成員として、 

関係機関と連携し植栽図の整備等により地域の果樹生産支援に協力す 

る。 

イ 果樹関係機関等が開催する各種会議・行事に参加し、制度の普及・定 

着に理解を得る。 

 

（エ）畑作物共済 

① 加入推進方策 

ア 加入推進目標 

制度機能を果たせるよう、加入率が低位の地域センターを重点的に、

加入率向上が図られるよう農業版ＢＣＰの活用を農業者に促すととも

に、収入保険も含めた加入見込面積の目標を設定し加入推進を行う。 

イ 全相殺方式への移行の取組み 

推進に当たり青色申告を行っている農業者については収入保険を優

先的に勧める。畑作物共済を選択する農業者には全相殺方式を中心とし

て、補償割合、単位当たり共済金額の選択ができることから掛金の試算

を用いて説明し、農業者ニーズに応じた推進に努める。 

また、大豆については、すべての白色申告者が全相殺方式に加入でき    

るようになった帳簿全相殺方式について周知する。 

ウ 加入推進の強化 

加入推進期間を十分に確保し、継続加入出来なかった農業者全てに 

対する再推進及び、加入申込書を提出しない農業者全てに対する個    

別訪問を実施する。 

エ 制度内容の普及 

ⅰ 加入推進用リーフレット・重要事項説明書により制度の説明を行 

い、補償割合の高い方式等へ加入促進を図る。 

また、大豆、そばの畑作物の直接支払交付金申請者等に係る単位当 

たり共済金額の選択について、十分な説明を行うとともに必要に応 

じて選択をし直し、適正な引受けを図る。 

ⅱ 収入保険制度については、農業者に対して畑作物共済制度との関 



 

 

 係及び既存制度から収入保険制度に加入を切り替える場合の掛金等 

の取扱いについて丁寧に説明する。 

② 引受けの適正化 

ア 諸会議等の開催及び研修会等の受講 

適正な引受実施のために、担当職員を対象とした会議等の開催や、農 

林水産省主催の研修会の受講により、専門的知識の習得や職員の資質向

上・平準化を図り、コンプライアンス態勢の強化に努める。 

イ 事務処理の適正化 

ⅰ 加入申込書兼変更届出書の加入申込期間内の提出を図る。 

ⅱ 共済責任期間の開始（発芽）前までの加入承諾書の発行と現地圃場 

確認及び播種確認を実施する。 

ⅲ 共済掛金等払込通知書兼内容通知書を早期に発行し、共済掛金等

の期限内の完全徴収を目指す。 

ⅳ 責任期間中の収入保険移行者、期限内共済掛金等未納者の共済関 

係を解除する。 

ウ 基準単収設定の適正化 

ⅰ 大豆について過去の出荷実績が得られる組合員は、その実績値を 

基礎として基準単収を設定することとし、過去の実績が得られない 

場合は、耕地条件、肥培管理等現地確認結果及び過去の被害実績を反 

映した基準単収の設定による適切な引受けを図る。 

ⅱ ホップ・そば（全相殺方式）は、過去５か年の出荷実績から中庸３ 

か年の実績を用いた基準単収の設定とする。 

ⅲ 蚕繭は、出荷量及び農家申告の掃立数量・見込収繭量の把握と蚕種 

の取引状況を調査のうえ、適正な基準収繭量の設定とする。 

エ 引受けの除外 

ⅰ 圃場条件・肥培管理の内容を的確に把握し、通常の肥培管理が行わ 

れないことにより基準収穫量の設定が困難であることや、共済事故 

の発生が確実に見込まれること等に該当する耕地については、引受 

除外の措置を講じる。 

ⅱ 栽培実績のない品種及び極晩生種の栽培不適格地域（通常の収穫 

 期に収穫できない）での引受けは除外する。 

③ 関係団体との連携 

ア 市町村農業再生協議会などの関係機関・団体との情報交換に努め、畑 

 作物の直接支払交付金申請者及び申請予定者の生産数量目標の作付面 

 積の把握、引受対象耕地の完全引受と単位当たり共済金額を適正に適 

 用し引受けを行う。 



 

 

イ ホップについては、ホップ農協・生産組合との事務委託契約により完 

全引受けを図る。 

ウ 蚕繭については、関係団体の掃立箱数・配蚕日を把握し、完全引受け 

を図る。 

 

（オ）園芸施設共済 

①  加入推進方策 

ア  加入推進目標 

  農林水産省では、全国の戸数加入率を令和６年度までに８割を目指 

すとしたことから、令和５年度の戸数加入率の目標を、前年度の県平均

を上回ることとし、引き続き８割を目指し新規加入推進を行う。 

   イ 顧客リストの整備 

関係機関と連携し農業保険の顧客リストの整備を行い、収入保険  

及び他の共済事業とセットで効率的な加入推進体制となるよう加入推

進時期を設定する。顧客リストは、ＪＡやその他の農業関係団体等の会

議に出席、説明し関係機関及び基礎組織等へ情報の提供を依頼し、随時

更新を行い効率的な加入推進に努める。 

ウ 制度内容の普及 

 ⅰ 制度の改正点、制度の良くなった点及び近年の自然災害による被 

害状況のリーフレットを利用し、農業版ＢＣＰの活用を農業者に促す

とともに、加入者へ適切な説明を行い普及拡大に努める。 

ⅱ 組合員に対し制度の拡充点やその趣旨が正しく理解されるよう、 

個別訪問による加入推進時や引受時に、共済掛金や共済金額等補償内

容について正確な説明に努める。 

ⅲ 適正な引受評価額の設定と最高補償割合が選択されるように促す。 

ⅳ 関係機関等との説明会の開催にあたっては、効果的な加入推進を行

うため有資格者及び未加入理由の分析等により、関係機関と連携し施

設区分及び内作物の品目を特定し、収入保険制度と併せた説明を行う。

また、制度の改正点、及び近年の自然災害による被害状況等、リスク

の啓発と補償内容等について説明する。 

エ 引受拡大 

ⅰ 有資格棟数調査により整備した顧客リストを活用し、有資格農業   

者及び未加入農家に対し個別訪問により引受拡大を図る。 

 ⅱ 加入漏れ等を防ぐため、全ての未加入者を対象に個別訪問などによ 

る加入推進を実施し、制度の改正点を踏まえながら工夫した加入推進 

活動を展開する。 



 

 

ⅲ 集団加入に係る継続漏れの防止や未加入者との接点強化のため、Ｊ

Ａの生産部会及び農家に対して、集団加入による共済掛金及び一斉加

入受付による事務費賦課金の割引措置などの周知を行い、加入推進に

取組み新規加入者の獲得に努める。 

ⅳ 市町村間の引受率格差を是正するため、引受率低位の市町村の底上

げを図る。 

ⅴ 農業保険の顧客リストを基にすべての有資格者に対する加入推進

用リーフレットの配布、個別訪問やＪＡ生産部会等での制度改正によ

る通年加入の周知による推進を進めるほか、拡充された復旧費用特

約・付保割合追加特約・小損害不塡補１万円特約に加え、従来の撤去

費用を付帯しての補償の充実を図る。 

ⅵ 関係機関並びにＪＡの生産部会等の会議等に参加して新規就農者

の情報・新規事業及び増設棟等の情報を収集し、拡充制度の周知及び

積極的な情報交換を行う。 

特に、園芸施設共済を含む損害保険への加入を要件付けされている

補助事業対象者については、関係機関等から情報提供を受け、園芸施

設共済制度の加入に結び付けるよう努める。 

ⅶ 農家負担の公平性を確保するための危険段階別共済掛金率を適用

した提案型推進により、収入保険制度への加入を含めた新規加入及び

継続農家への補償充実を促進する。 

ⅷ ハウス販売業者等に対し、農家へのチラシ配布や加入の働きかけを 

依頼する。 

② 引受けの適正化 

ア 諸会議等の開催及び研修会等の受講 

適正な引受実施のため、担当職員を対象とした会議の開催と、農林水

産省主催の研修会の受講により、専門的知識の習得や職員の資質向上・

平準化を図りコンプライアンス態勢の強化に努める。 

イ 事務処理の適正化 

園芸施設の現地確認及び組合員からの聞取り調査により、適正な引 

受評価に努める。 

③ 関係機関との連携強化 

 県、市町村、ＪＡなど関係機関、生産部会及び農業改良普及センターな 

どの協力を得ながら制度の普及・定着を図るため、各種会議及び部会等に 

積極的に参加する。 

 

 



 

 

（カ）建物・農機具共済（保管中農産物補償共済含む） 

① 加入推進方策 

ア 加入推進目標 

  全国運動「未来へつなぐ」サポート運動と連動した運動目標「安心を

すべての農家に届けよう」と連携し、資源量の把握と補償ニーズを踏ま

えた提案型推進による補償の充実、継続的な加入による安定的な補償、

未加入農家及び未加入物件に対し、地域の実情に応じた方策で推進を図

り、農業経営の安定を支援する。 

イ 顧客リストの整備 

  補償の充実を図るため、農業保険加入者所有の建物（農機具）の実態

把握を目的とした資源量調査及び調査結果を基にした顧客リスト整備

を行う。 

ウ 基礎組織との連携 

ⅰ 共済部長等基礎組織との連携した推進を基本としつつ、高齢化等 

により共済部長による推進が困難な地区においては、職員の補完推進

など地区の実情に応じた推進を図り、未加入農家、未加入物件及び低

額加入者の情報収集による情報の共有化により効率的・効果的な推進

体制に努める。 

ⅱ 共済部長の自主的、積極的な取組みに対する支援をするため、共済

部長が推進活動等を行いやすい環境づくりに努める。 

   エ 制度内容の普及 

    ⅰ 収入保険や保管中農産物補償共済を含めた建物・農機具共済との

一体的な推進を行うため、加入推進用リーフレット等を活用して個

別訪問推進時又は共済部長会議等において共済制度の仕組みの周知

に努める。 

    ⅱ 組合員に対し制度の改正点やその趣旨が正しく理解されるよう、

個別訪問による加入推進時に、共済掛金や共済金額、補償内容等を丁

寧な説明により正確に伝え制度の周知に努める。 

   オ 加入推進 

ⅰ 加入資格基準の拡充で新たに資格を得た未加入農家及び未加入物

件の把握に努めるとともに、農業保険に加入している組合員の未加入

物件、低額加入物件を対象とした役職員による推進を図る。 

ⅱ 農家の補償ニーズに即した提案型推進の実行及び補完推進により、 

補償の拡充と未継続の解消に努める。 

ⅲ 建物共済において加入者の補償の充実を図るため、自然災害を対象

とした総合共済への推進や特約として臨時費用担保特約付きを付帯



 

 

した提案型推進により普及拡大を図る。 

ａ 令和５年度目標棟数に対し、付帯率10％を目標に推進する。 

ｂ 特約内容、臨時費用担保特約10％の補償割合を基本とした推進 

をする。 

ⅳ 農機具共済において、安定的な農業経営を支援する観点から個々の

機種に対し新調達価額（同一性能等を有する農機具の新規取得価額を

いう。）の満額加入での加入推進を図る。 

  ② 引受けの適正化 

ア 加入資格審査の実施 

ⅰ 「建物・農機具共済（単独加入者）引受適正化等要領」により新規 

申込み又は更新の都度、加入資格審査を厳正に行うとともに、組合員 

資格審査取組状況を定期的に検証し、引受けの適正化に努める。 

 ⅱ 確認が必要な場合、棟（機種）毎に目視確認を行うことに努める。 

イ 諸会議等の開催及び研修会等の受講 

適正な引受実施のため、担当職員を対象とした会議を開催、ＮＯＳＡ

Ｉ協会主催研修会等の受講により、専門的知識の習得や職員の資質向

上・平準化を図りコンプライアンス態勢の強化に努める。 

  ③ 農機具販売店等との連携強化 

全農機商連加盟の農機具販売店との連携により、農機具共済リーフレ 

ット等の設置や、農機具購入者の情報収集等を図りながら一層の加入促進

を図る。 

 

（キ）家畜診療所 

ア 家畜診療所の安定経営 

ⅰ 適正な獣医療の提供及び家畜診療所の効率的、安定的運営を図る。 

ⅱ 家畜共済担当部署との連携により、家畜共済の普及と安定運営に 

努める。 

ⅲ 家畜診療費等の適正な徴収により、家畜診療所の安定運営を図る。 

特に未収家畜診療費等の回収にあたっては、家畜診療所運営規則等の

定めにより厳正に対処する。 

イ 関係団体との連携 

関係機関と連携し特定家畜伝染病防疫措置へ協力する。 

 

（ク）農業経営収入保険 

① 普及・加入サポート方策 

本組合の加入推進目標を達成するため、従来以上に農業者へのＰＲを 



 

 

進め、新規加入者はもとより継続加入者の取りこぼしがないよう、行

政をはじめ、ＪＡグループ等の関係機関と連携を密にし、さらなる加

入拡大が進むよう普及・加入サポートに取り組む。 

その際、農林水産省が措置する収入保険加入支援事業を積極的に活 

用し青色申告、オンライン申請サポート、記帳サポート等の推進にも

取り組む。 

② 具体的取組 

ア 普及・加入サポート体制の充実・強化等 

ⅰ 収入保険加入支援事業の「農業保険加入推進協議会」の機能を最 

大限活用し、関係機関の協力を得て、農業者に対する加入推進及び 

普及・加入サポート活動に取り組む。 

     ⅱ 制度の普及、青色申告の推進に向けた説明会、オンライン申請サ

ポート、記帳サポートに取り組む。 

イ 組織内の担当者のスキルアップ 

職員が説明会、普及活動等で十分な説明ができるように、また、戸 

     別訪問の際のセールストークの平準化など、組織全体のスキルアッ 

     プを図る。 

ウ 外部機関との連携 

ⅰ リスクに強い産地を形成するため、管内ＪＡの生産部会等（野 

菜・果樹・花き等の集団出荷をしている地域の生産部会）、その他 

農業を営む者が構成員となっている集団と連携を図る。 

ⅱ 認定農業者協議会等と連携を図り、農業者の適切な経営安定対 

策の選択に資するよう、収入保険制度の普及啓発に取り組む。 

③ 広報活動の展開 

 ア 制度の普及 

ⅰ 農業共済新聞に掲載の「加入者の声」などを有効に活用し、広 

報活動の展開にあわせて制度ＰＲに取り組む。 

ⅱ 組合独自のＰＲ（地方紙への広告等）を積極的に行い制度の普 

及に努める。 

     ⅲ 顧客リストの普及状況等を整備することにより、効率の良い普 

及活動を図る。 

④ 顧客リストの充実 

ア 顧客リストの整理 

収入保険の普及・加入サポート活動を効果的に行うため、ＮＯＳＡ 

Ｉ全国連の指示の下、 個人、法人別、市町村別に顧客リストを整理 

する。 



 

 

イ 加入資格者の把握と拡大 

関係機関と連携して税務相談会、青色申告相談会を開催し、加入資 

格者の把握と資格者の拡大を図る。 

 

６ 損害評価適正化の方策 

損害評価技術の向上と適正評価を目的に、地域センター等ごとに損害評価 

講習会を開催し、損害評価の重要性についての認識を高め、適正な損害評価に 

万全を期すこととする。 

 

（ア）農作物共済 

① 被害申告と損害評価の適正化 

ア 損害評価員の評価眼の統一、評価技術の向上を図るため、損害評価員 

会議、損害評価講習会を開催し地域間の均衡が図られた適正・公平な損 

害評価を実施する。 

イ 事故発生通知及び被害申告は、組合広報紙等を通じて適期適切に行 

われるよう組合員への周知徹底を図る。 

また、半相殺方式では損害評価の方法が農家申告抜取調査に変わり、 

全ての被害申告耕地に係る見込収量の通知を受けることになっている 

ので、適正な申告が行われるよう併せてその旨を周知する。 

ウ 関係機関等の指導助言により適期に損害評価を行うとともに、被害 

申告筆数に応じた適正な評価地区（班）編成を行い、適正かつ効率的な 

実施とする。 

エ 評価精度向上を図るため標準圃場の設置、抜取調査における実測調 

 査点数を適正に取り入れた損害評価を行うものとする。 

オ 栽培管理・肥培管理等が不適切なため生じた損害については、分割評 

価を実施し、組合員間に不公平が生じないよう適正に対応する。 

カ 半相殺方式を除く、一筆半損特約に係る損害評価は目視により判定 

するので、判定の目安となるハンドブック等を利用し適正な損害評価 

に努める。 

② 共済金の早期支払い 

ア 現地評価終了後は関係機関との連絡協調、指導助言を得て、損害評価 

取りまとめや、事務処理の正確かつ迅速化を図り、被害が判然としてい 

るものについては、「共済金の仮渡し」を実施するとともに、農家経営 

の安定に資するため共済金の早期支払に努める。 

イ 乾燥調製施設等管理者から施設計量結果、売渡数量、出荷数量の提供 

を受ける場合、早期に提供が受けられるよう調整を行う。また、自家保 



 

 

有とする収穫量の把握についても早期に確定させる。 

ウ 被害申告のあった組合員には、支払対象とならない場合には必ず、そ 

の旨の通知と適切な説明を行う。 

 

（イ）家畜共済 

損害評価の適正化について、家畜共済担当課長等会議、家畜診療所長等会

議及び実務者会議において、事務取扱要領等に基づき適正な損害評価の事務

処理の実施及び確認を徹底し、迅速な事務処理と共済金の早期支払いに努め 

る。 

また、組合員へ制度内容について十分な説明を行い、指定獣医師及び加入 

組合員への理解のもと適時・適正に対応する。 

① 死廃事故 

ア 事故発生通知及び異動通知は適時・適正に行うよう、組合広報紙等を 

活用して組合員に周知する。 

イ 事故家畜の現地確認の徹底と現地確認時の異動記録簿の確認並びに 

牛個体識別情報検索システムを活用し、有資格頭数と引受台帳の照合 

を厳正に実施する。 

ウ 死廃事故確認は、要領及び廃用認定指針に基づき厳正に実施する。 

また、共済金支払とならなかった事故に対して、その旨を組合員に通 

知する。 

エ 免責適用の周知徹底と厳正な運用に努める。 

オ 支払限度率の適用と適正な損害評価による共済金の早期支払いに努 

める。 

カ  損害認定準則による「基準単価」を定め、適正に準用する。 

② 病傷事故 

ア 共済事故発生簿と提出診断書の照合を確実に実施する。 

イ 事故発生通知と診断書の遅延提出に対する免責の実施及び遅延理由 

書の徴求を徹底する。 

なお、診断書の提出遅延が著しい獣医師に対しては、早期提出への理 

解と協力を求めるなど注意喚起を促す。 

ウ 病傷事故共済金代理受領委任状等に基づく病傷事故共済金支払につ 

いて、診断書との照合等を適正に行う。 

エ 病傷事故診断書等の10％以上の現地確認調査を計画的に毎月行い、 

病傷事故診断書に記載された診療が実際に行われたことを確認した上 

で取りまとめ報告することを徹底する。 

オ 病傷事故給付基準を遵守し、適正給付を徹底する。 



 

 

（ウ）果樹共済 

① 被害申告と損害評価の適正化 

ア 評価技術の資質向上、評価眼の統一を図るため、損害評価講習会を開 

催し、地域間の均衡が図られた適正・公平な損害評価を実施する。 

イ 被害申告の迅速かつ的確な届出がなされるよう、組合広報紙等で組 

合員に周知する。 

また、半相殺減収総合方式では損害評価の方法が農家申告抜取調査 

に変わり、全ての被害申告樹園地に係る見込み収量の通知を受けるこ 

とになっているので、適正な申告が行われるよう併せてその旨を周知 

する。 

ウ 基準収穫量は、共済目的・引受方式ごとに設定時期、樹園地の調査、 

設定指数並びに損害評価実績を勘案し、適正に設定する。 

エ 共済目的・引受方式ごとに共済事故発生時に被害概況の把握を行い、 

適時に損害評価を実施するとともに、調査結果の検証を行い、見込収穫 

（見込減収）量の適正把握を行う。また、保険金請求となる異常災害も 

踏まえ、被害樹園地、無被害樹園地等の写真記録の管理及び共済事故内 

容の分析について徹底する。 

   オ 被害が広範囲に及ぶことがあるため、樹園地管理システムを活用し

た樹園地植栽図の活用を基に、評価班の事前編成及び職員対象の研修

会を開催し、迅速に対応できる損害評価体制を確立する。 

   カ 東北農政局岩手県拠点、農業改良普及センター及びＪＡ等と連      

携し、災害発生状況の把握と情報の共有化を図り、適正な損害評価を実

施する。 

② 共済金の早期支払い 

ア 現地損害評価終了後は、共済金の早期支払いのため、損害評価事務処 

理の正確かつ迅速化に努めるとともに農家経営の安定に資するため、 

「共済金の仮渡し」も踏まえ、当初評価高の早期の取りまとめと早期の 

支払いに努める。 

イ 被害申告のあった組合員には、支払対象とならない場合には必ず、そ 

の旨の通知と適切な説明を行う。 

 

（エ）畑作物共済 

① 被害申告と損害評価の適正化 

ア 評価技術の資質向上を図るため、損害評価講習会を開催し、地域間の 

均衡が図られた適正・公平な損害評価を実施する。 

イ 事故発生通知及び被害申告は、組合広報紙等を通じて適期に適切・的 



 

 

確に行われるよう組合員への周知徹底を図る。 

また、大豆の半相殺方式では損害評価の方法が農家申告抜取調査に 

変わり、全ての被害申告耕地に係る見込み収量の通知を受けることに 

なっているので、適正な申告が行われるよう併せてその旨を周知する。 

ウ 被害実態に即した損害評価体制を早期に整え、地域間の均衡が取ら 

れた公平な損害評価を実施する。 

エ 栽培管理・肥培管理等が不適切なため生じた損害については、分割評 

価を適用し、組合員間の不公平が生じないよう適正に対応する。 

オ ホップ、蚕繭及びそばについては、概況調査や見回り調査を実施し、 

共済事故の確認と分割の有無について確認を行う。 

② 共済金の早期支払い 

ア 現地損害評価終了後は関係機関との連絡協調、指導助言を得て損害 

評価の取りまとめや事務処理の正確かつ迅速化を図り、農家経営の安 

定に資するため、被害が判然としているものについては、「共済金の仮 

渡し」を実施するとともに、当初評価高を早期に取りまとめ共済金の早 

期支払いに努める。 

イ 乾燥調製施設等管理者から施設計量結果、売渡数量、出荷数量の提供 

を受ける場合、早期に提供が受けられるよう事前の調整を行う。また、 

自家保有とする収穫量の把握についても早期に確定させる。 

ウ 被害申告のあった組合員には、支払対象とならない場合には必ず、そ 

の旨の通知と適切な説明を行う。 

 

（オ）園芸施設共済 

① 被害申告と損害評価の適正化 

ア 被害申告漏れを無くするため、組合広報紙等を通じて周知徹底を図 

る。 

   イ 災害発生の都度、早期に事故状況や損害発生状況等の正確な把握が、 

適時・適切な共済金の支払を行う上で不可欠なことから、適正な損害を 

算出するための研修等を開催し、損害評価者の評価眼の統一を図る。 

   ウ 大災害発生時には、「園芸施設共済大規模災害損害評価対策要領」に 

基づき損害評価体制を構築する。迅速かつ適切な評価を実施するため、 

職員を対象とする研修会を開催し、人材育成及び損害評価技術の向上 

に努める。 

エ 施設内農作物の損害評価の技術向上と評価眼の統一を図るため、損 

害評価員会議において、損害評価員からの意見・助言により損害評価 

技術の習得の向上に努める。 



 

 

オ 施設内農作物の共済事故は、発生の都度、事故状況や損害発生状況等 

の早期かつ正確な把握が、適時・適切な共済金の支払いを行う上で不可 

欠なことから、農業研究センター及び農業改良普及センターとの連携 

により適正な損害評価を行う。 

② 共済金の早期支払い 

ア 現地評価終了後は、共済金の早期支払をするため、評価事務処理の正 

確かつ迅速化に努め、損害評価書を早期に取りまとめを行う。 

   イ 被害申告のあった組合員には、支払対象とならない場合には必ず、そ

の旨の通知と適切な説明を行う。 

 

（カ）建物・農機具共済（保管中農産物補償共済含む） 

① 損害発生通知と損害評価の適正化 

 ア 迅速、適正な損害評価を実施するため、組合広報紙や農業共済新聞、 

  ラジオＣＭ等を活用して、早期事故発生通知の報告及び損害防止に対  

する周知に努める。 

   イ 大規模災害等発生時には、「任意共済大規模災害損害評価対策要領」 

に基づき損害評価体制を構築する。そのために、全国・東北地区等で開 

催する損害評価講習会において研鑽を図るとともに、職員を対象とす 

る研修会等を開催し、人材育成及び損害評価技術の向上に努める。また、 

自然災害等により広域災害が発生し、他県等より損害評価支援要請が 

あった場合、職員を派遣し対応を行う。 

② 共済金の早期支払い 

ア 損害評価は、早期に事故状況や損害発生状況等の正確な把握が、適 

時・適切な共済金支払を行ううえで不可欠なことから、加入者に対し迅 

速な事故発生通知報告の周知徹底を図るとともに、遅延となっている 

案件については、遅延内容等の原因を分析とそれを踏まえた改善策を 

講じる。 

また、加入者及び業者に対し事故に係る必要書類等の早期提出を求 

める上で、制度内容等の適切な説明により理解を得ながら早期支払い 

に努める。 

イ 重複する保険契約物件にあっては、他共済（保険）等との情報共有等 

により共済金の早期支払いに努める。 

ウ 内部けん制を機能させ、正確な事務処理を行うことで共済金の過誤 

払等が生じないよう、適切な内部管理体制の確立に努める。 

 

 



 

 

７ 損害防止事業の実施計画 

 

（ア）農作物共済 

水稲・麦の被害を未然に防ぐことに重点をおき、災害発生の場合はその被 

害を最小限に抑えるため、市町村・ＪＡ・農業改良普及センター等関係機関 

と一体となった防除組織の充実・強化を図るとともに防除機等の設置、無人 

ヘリ及びマルチローターのオペレータ育成等を積極的に進める。また、ポジ 

ティブリスト制度に準拠した農薬の飛散防止措置の指導を図る。 

① 損害防止事業の実施 

メニュー化（地域の実情に即した事業の選択制）により各地域センター 

の実情に合わせた損害防止事業（地上防除、防除機等購入、有害鳥獣駆除、 

その他損害防止に係る補助等）により、損害の未然防止に努める。 

② 関係団体との連携 

関係機関等との連携の強化を図り、防除組織等への指導に努める。 

③ 損防止事業の検討 

被害低減のための効果的・効率的な運営の検討を行う。 

 

（イ）家畜共済 

損害防止事業については、予算の範囲内で事業運営を展開する。 

家畜診療所と連携し、事故要因の分析に基づき特定損害防止事業を効果 

的に実施し、事故率の低減および畜産経営の支援に努めるとともに、畜産技 

術の普及啓発並びに損害防止技術の向上を図る。 

① 特定損害防止事業 

ア 国が指定する特定疾病について重点的に事業を展開し、事故率の 

低減および生産性向上に資する。 

イ より効果的な事業運営とするため、費用対効果を検証し翌年度の 

事業計画に反映する。 

 

（ウ）果樹共済 

気象情報、病害虫発生予察等を的確に把握し、関係機関等と連絡を密にし、 

組合員への情報提供と、各地域センターの実情に合わせ加入農家及び生産 

組合等による生産活動の支援に努める。 

 

（エ）畑作物共済 

気象情報、病害虫発生予察等を的確に把握し、関係機関等と連絡を密にし、 

組合員への情報提供と、地域センターの実情に合わせ加入農家及び生産組 



 

 

合等による生産活動の支援に努める。 

 

８ 執行体制の整備 

 

（ア）理事会、監事会及び内部監査体制 

① 理事会  

法令等遵守を業務運営上の最重要課題とし、業務執行の意思決定と指 

導監督を行うため、年９回から11回の理事会を開催し、ガバナンス（内 

部統制）の強化を図る。 

② 監事会  

組合の健全な運営を期するため、監査方針及び監査計画に基づき、定時 

監査を年２回実施し、監査の実効性を高め、機能の強化を図る。また、臨 

時監査は、必要に応じて実施する。 

③ 内部監査  

内部監査規則に基づき組合長の命により監査室長が統括して毎年度実 

施する。指摘されている事項の再発防止を図るため、検査方法・内容を再 

検討し、より実効性のある検査とする。 

 

（イ）事務執行体制 

① 執行体制 

組合長、統括理事、参事、本所４部、１室、７地域センター、２支所、 

２基幹家畜診療所の執行体制により、事業運営の総合的な企画・調整・指 

導機能の強化を図るとともに、職員個々の自覚と業務遂行・経常経費の削 

減に対する意識改革を促し、ムダ・ムラ・ムリを排除した効率的な業務執 

行を行う。 

② 共済部長の設置及び職務 

共済部長は、各集落に推薦依頼し、組合との連絡、事業の推進及び被害 

申告の取りまとめ等の連絡業務を行い、農業保険制度の普及に努める。 

③ 基礎組織（地区協議会等）の育成 

地域センター管内の各地区に設置している、地区協議会等との連携強 

化のため、研修等によって制度の知識向上を図りながら、基礎組織（地区 

協議会等）の育成に努め、事業の引受拡大につなげる。 

④ 職制及び職員の配置計画 

ア 本所、地域センターの機能分担を明確にし、事業量に応じた適切な職 

員数を配置するとともに、事務処理の合理化・効率化に努めつつ、農家 

ニーズに的確に対応できるよう、職員の意思統一を図るものとして次 



 

 

の会議を開催する。 

ⅰ 企画会議 （地域センター長及び本所課長等以上） 

ⅱ 管理職会議（地域センター及び本所毎課長等以上） 

ⅲ 事業担当者会議（担当職員） 

イ 地区担当を配置し、全職員による推進体制の強化を図るとともに、そ 

の責任を明確にする。 

⑤ 役職員研修等の体制及び計画 

ア コンプライアンス態勢の確立、経営マインドの醸成等、ＮＯＳＡＩ団 

体役職員に課せられた使命を全うしつつ、農業保険のプロフェッショ 

ナル及び農業経営改善のアドバイザーとして、組合員の負託に応える 

ため積極的に農林水産省、ＮＯＳＡＩ協会等の主催する各種研修会へ 

参加する。 

イ 組合主催のコンプライアンス研修、事業推進等のための研修など実 

効性のある研修体系を構築する。なお、研修形式については、新型コロ 

ナウイルス感染症対応として、適宜リモート形式も併用して実施する。 

⑥ リスク管理体制強化への取組み 

ア 資産管理の適切性に関するリスク（信用リスク・市場リスク・流動性 

リスク）及び業務の適切性に関するリスク（共済引受リスク・事務リス 

ク）について、リスク管理基本方針・管理規程に基づき、リスク管理態 

勢の強化とリスク管理業務の適正な執行（リスクの評価・モニタリング 

等）を行い、リスク・コントロール等、リスク管理の高度化を図る。 

イ 「農業共済団体非常災害対応指針」に基づき策定した業務継続計画 

（ＢＣＰ）について、役職員に対し計画内容の周知を徹底し、連絡体制 

の確認、地震・津波等の非常災害及び経験したことのない災害を想定し 

た訓練を本所、地域センターごとに行い、計画の実効性を確保する。ま 

た、広域災害時の損害評価について、迅速に対応するため、職員の損害 

評価技術の研鑽（建物・園芸施設）と損害評価体制の整備を図る。 

 

９ 予算統制の方策 

 

（ア）予算執行方針 

① 効率的な予算執行を図るため、予算執行計画を定め計画的な執行を行 

う。 

② 予算執行計画の執行状況を月ごとに把握、執行計画との差異等の原因 

を分析、分析結果等を含め予算執行状況を回付し、執行の効率化・経費節 

減について、意識向上を図る。 



 

 

（イ）予算執行計画の変更 

第３四半期終了後に、次の項目を検討し当初予算と執行実績との差異、執 

行見込等を把握し、必要な場合は予算変更を行う。 

① 執行時期の遅滞の有無  

② 予算額と執行額との差異の原因（積算基礎の妥当性・予算執行の効率化）  

③ 事業未実施等による未執行予算の有無（計上の必要性） 

④ 経費節減を行える項目の有無（次年度予算への反映） 

 

10 「農業共済団体に対する監督指針」における実施体制の改善計画 

令和６年度を改善の目標年度として、以下の課題について、総務・事業委員会 

等において引き続き検討・協議を行っていくこととする。 

 

（ア）加入推進体制等 

① 機構の見直し 

総務・事業委員会での協議の前段階として、職員レベルのグループ検討 

会で検討する。（前年度から継続） 

② 関係機関との連携強化 

農業保険（農業共済・収入保険）の事業推進のため、農業保険加入推進 

協議会を通じて、関係機関、団体との一層の連携強化方策を検討する。 

③ 顧客リストの整備 

農業共済・収入保険事業の横断顧客リストの整備により、効率的・複合 

的加入推進体制を構築する。 

④ 農業共済ニーズ調査の実施 

引き続き組合員へのアンケート調査を実施するとともにホームページ 

で意見を募集し、ニーズがあれば実現に向けた検討を速やかに行う。 

 

（イ）法令等遵守体制 

① 内部監査員の選出 

独立した内部監査部署を設置し、内部監査員を選出する。 

② 担当職員の資質向上 

内部監査機能充実の観点から担当職員への研修を毎年開催し、資質  

の向上を図る。 

 

（ウ）業務の合理化・効率化対策 

① 業務の合理化・効率化 

ア 再雇用者（専門員）の能力を最大限発揮できるよう適材適所の人員 



 

 

配置を行い、次世代にその知識・技術・経験の継承を図る。 

イ 優秀かつ多様な人材確保のため、中途採用についても検討する。 

ウ 定年延長等に係る人件費支出に備えるため、引き続き業務の合理化・ 

効率化を協議する。（職員レベル） 

② 将来の事業運営の計画 

組合員数や共済資源の減少を想定した、中期計画として以下の事項 

に取り組む。 

ア 地域センターの再編完了を令和６年４月とし、県北及び県南の２か 

所に基幹センターを設置し、現在の地域センターを統合する。 

イ 令和６年の地域センター統合に向け、事務の一本化とオールマイテ 

ィな事業推進等ができる職員を育成し、事務の効率化と合理的な事業 

の展開を図る。 

ウ 統合により事業所を拠点化（本所・県北・県南）することに伴い、適 

材適所の人事配置を行い合理化・効率化を進める。さらに長期視点に立 

った人員配置を行う。 

 

（エ）実施体制の改善計画の見直し 

   今後も、効率的な業務運営の推進を図るため、「農業共済団体に対する監

督指針」に基づき今年度より５年間を対象とした計画を策定し取組みを継

続する。 



Ⅱ　令和５年度事業計画書

１. 共済目的の種類別の概数、引受実績及び計画

区　分 組合員数

人 a a

区域内の概数 65,130 5,101,500 367,579
前年度引受実績 61,525 2,768,685 154,951
本年度引受計画 60,863 2,642,790 141,140
本年度引受予定率 93.4% 51.8% 38.4%

区　分 繁殖用 育成・ 肉用種
雌馬 肥育馬 種雄牛

頭 頭 頭 頭 頭 頭 頭 頭 頭 頭

区域内の概数 172 225 41,455 39 6 437,618
前年度引受実績 27,905 22,985 28,640 137 122 11,747 32 10 122,511
本年度引受計画 26,913 22,063 27,371 112 107 10,891 26 4 108,413
本年度引受予定率 69.0% 56.5% 34.4% 65.1% 47.6% 26.3% 66.7% 66.7% 24.8%

区　分 肉用種
種雄牛

頭 頭 頭

区域内の概数 41,455 39 6
前年度引受実績 0 34 10
本年度引受計画 60 28 4
本年度引受予定率 0.1% 71.8% 66.7%

区　分

a a a a 箱

区域内の概数 118,374 11,929 420,588 152,130 31.3
前年度引受実績 19,783 1,924 144,182 25,858 0.0
本年度引受計画 20,230 1,690 126,440 24,220 0.0
本年度引受予定率 17.1% 14.2% 30.1% 15.9% 0.0%

区　分 ガラス室
Ⅱ　類 Ⅰ　類 Ⅱ　類 Ⅳ類甲   Ⅳ類乙 Ⅴ　類 Ⅵ　類

棟 棟 棟 棟 棟 棟 棟

区域内の概数 2 13 26,072 101 60 13 1,221
前年度引受実績 1 12 20,122 93 46 11 843
本年度引受計画 2 10 20,179 86 47 11 937
本年度引受予定率 100.0% 76.9% 77.4% 85.1% 78.3% 84.6% 76.7%

区　分

棟 台 口

区域内の概数 113,250 59,770 -
前年度引受実績 99,510 26,296 4
本年度引受計画 95,347 24,951 8
本年度引受予定率 84.2% 41.7% -

〔受託業務〕

区域内の概数
前年度引受実績
本年度引受計画
本年度引受予定率

注●区域内の概数

　　  組合員数は、地域センター報告による。

　●本年度引受計画

経営体

10,487

4,034
38.5%

3,736

農　作　物　共　済

水　稲 麦

蚕　繭

種　豚

頭

大　豆

畑 作 物 共 済

ホップ

87,822

一般馬 種雄馬

頭

家　　畜　　共　　済（死亡廃用共済）

104.6%

種雄馬搾乳牛 育成乳牛 繁殖用雌牛 肉　豚
肥育牛

39,029 79,629

83,293

　　　地域センターと協議した数値

89.8%

種　豚

a

乳用牛 肉用牛

39,029
36,397
35,032

234
220

育成・

農機具

43.2%

棟

頭

397

家　　畜　　共　　済（疾病傷害共済）

建　物

7

保管中
農産物補償

任　意　共　済

6
85.7%

5

り ん ご

園　　芸　　施　　設　　共　　済
プ　ラ　ス　チ　ッ　ク　ハ　ウ　ス

Ⅲ　類

3,126
2,317

区分

そ　ば

79,629
66,912
64,071
80.5% 55.4%

果　樹　共　済

ぶ ど う

1,350

収入保険

　　  水稲は生産目安の面積換算と作付けの動向等を基に推計し、麦・大豆は水稲生産目安と転作の動向を基に推計した面積、

　　ホップはホップ農協の作付け予定面積、そばは農林水産統計調査から推計した面積、蚕繭はＪＡいわて平泉の掃立て見込み

　　による。

　　　果樹は、地域センター調査による有資格面積、家畜･園芸施設･建物･農機具共済は、地域センター調査による。

　　　収入保険は令和２年青色申告者数、2020年農林業センサスより推計。



 ２. 農業共済事業の規模
　(1) 農作物、家畜、果樹、畑作物、園芸施設共済事業の規模

項  目

単 共済金額 A B

位 総   額 国庫負担金

 　共済目的 千円 千円 千円

 a 2,194,307 2,310,782

㎏ 82,716,754 114,474,470 15,641,474 234,434 117,217

 a 233,463 229,056

㎏ 9,685,240 11,398,103 1,249,790 24,100 12,050

 a 22,305 22,388

㎏ 1,083,349 1,255,752 218,836 1,464 732

 a 192,715 206,459

1,665,851 37,498 18,749

 a 2,642,790 2,768,685

㎏ 93,485,343 127,128,325 18,775,951 297,496 148,748

 a 3,600 2,961

㎏ 38,492 42,887 3,700 268 142

 a 37,035 39,926

㎏ 736,696 1,022,246 18,096 1,372 727

 a 2,149 2,148

㎏ 40,422 47,828 687 12 6

 a 98,356 109,916

272,424 31,242 16,769

 a 141,140 154,951

kg 815,610 1,112,961 294,907 32,894 17,644

 a 2,783,930 2,923,636

㎏ 94,300,953 128,241,286 19,070,858 330,390 166,392

搾乳牛 頭 26,913 27,905 5,140,041 263,975 131,987

育成乳牛 頭 22,063 22,985 3,372,423 31,826 15,913

繁殖用雌牛 頭 27,371 28,640 8,444,089 144,915 72,400

育成・肥育牛 頭 83,293 87,822 20,736,511 324,594 162,296

繁殖用雌馬 頭 112 137 59,223 1,375 687

育成・肥育馬 頭 107 122 40,846 1,350 675

種豚 頭 10,891 11,747 520,556 379 152

肉用種種雄牛 頭 26 32 6,863 254 127

頭 4 10 2,153 618 309

肉豚 頭 108,413 122,511 1,466,086 13,197 5,279

頭 279,193 301,911 39,788,791 782,483 389,825

頭 35,032 36,397 481,701 310,086 155,043

頭 64,071 66,912 739,918 288,933 144,466

頭 220 234 3,194 1,422 711

頭 60 0 60 3 1

頭 28 34 1,260 108 54

頭 4 10 98 44 22

頭 99,415 103,587 1,226,231 600,596 300,297

頭 378,608 405,498 41,015,022 1,383,079 690,122

家
　
　
　
　
　
　
畜

死
亡
廃
用
共
済

疾
病
傷
害
共
済

小計

乳用牛

肉用牛

一般馬

種雄馬

計

種豚

肉用種種雄牛

種雄馬

小計

計

災 害 収 入 方 式

麦

小 計

全 相 殺 方 式

地域インデックス方式

小 計

品 質 方 式

地域インデックス方式

半 相 殺 方 式

本年度予定 前年度実績

引         受 共     済    掛     金

半 相 殺 方 式

農
　
　
　
　
作
　
　
　
　
物

水
　
　
　
　
稲

全 相 殺 方 式



D F

C 保険料 手持共済掛金 収　入 単位当たり

農家負担金 (A - D) 賦課金 共済金額

千円 千円 千円 千円 千円

㎏当たり

117,217 165,589 △ 48,372 68,845 水稲

主食用米

12,050 14,140 △ 2,090 9,960 　　　　　　 202円

飼料用米

732 825 △ 93 639 　　　　　　　33円

米粉用米

18,749 21,325 △ 2,576 16,173 　　　　　　　73円

小麦

148,748 201,879 △ 53,131 95,617 57,294 対象申請者　 150円
対象申請者以外

126 47 95 221 　　　　　　　16円

種子用　　　 419円

645 282 445 1,090 大麦

対象申請者
6 7 △ 1 5 　　　　　　 112円

対象申請者以外
14,473 6,352 10,417 24,890 　　　　　　　18円

15,250 6,688 10,956 26,206 1,978

163,998 208,567 △ 42,175 121,823 59,272

131,988 65 131,922 263,910 １頭当たり　190千円

15,913 41 15,872 31,785 152千円

72,515 100 72,300 144,815 308千円

162,298 229 162,067 324,365 248千円

688 1 686 1,374 528千円

675 1 674 1,349 381千円

227 6 146 373 47千円

127 0 127 254 263千円

309 0 309 618 538千円

7,918 16 5,263 13,181 13千円

392,658 459 389,366 782,024 175,636

155,043 4 155,039 310,082 １頭当たり 　13千円

144,467 7 144,459 288,926 11千円

711 0 711 1,422 14千円

2 0 1 3 1千円

54 0 54 108 45千円

22 0 22 44 24千円

300,299 11 300,286 600,585 52,304

692,957 470 689,652 1,382,609 227,940

交付(納入)保険料

(B － D)

共     済    掛     金 E



項   目

単 本年度 前年度 共済金額 A B

位 予  定 実  績 総   額 国庫負担金

　　　共済目的 千円 千円 千円

 a 21,920 21,707 509,771 20,064 10,032

 a 45,892 28,162

㎏ 467,712 262,297 50,029 1,213 667

 a 80,317 115,765

㎏ 905,729 1,293,200 127,696 7,404 4,072

 a 231 255

㎏ 3,514 4,122 1,259 5 3

 a 126,440 144,182

㎏ 1,376,955 1,559,619 178,984 8,622 4,742

 a 1,350 2,317

㎏ 20,354 35,327 48,443 1,666 917

 a 23,437 25,232

㎏ 113,576 125,869 26,115 1,755 965

 a 783 626

㎏ 4,145 3,412 835 30 17

 a 24,220 25,858

㎏ 117,721 129,281 26,950 1,785 982

箱 0.0 0.0

kg 0 0 0 0 0

㎏ 1,515,030 1,724,227 254,377 12,073 6,641

棟 2 1 7,910 12 6

棟 10 12 117,119 601 300

棟 20,179 20,122 8,340,891 172,963 86,481

棟 6 5 179,200 5,477 2,738

棟 86 93 638,550 3,052 1,526

棟 47 46 415,450 2,633 1,316

棟 11 11 38,130 271 135

棟 937 843 352,750 5,393 2,696
棟 21,276 21,132 10,082,090 190,390 95,192
棟 21,278 21,133 10,090,000 190,402 95,198

70,940,028 1,936,008 968,385

り
　
ん
　
ご

果
　
　
　
　
　
樹

園
　
　
芸
　
　
施
　
　
設

ガラス室 Ⅱ      類

そ
　
ば

全相殺方式

半相殺方式

全相殺方式

地域インデックス方式

小　　計

合          計

Ⅲ      類

Ⅳ 類（甲）

Ⅳ 類（乙）

Ⅴ      類

Ⅵ      類
小      計

計

計

ホ    ッ    プ

プ ラ ス

チ ッ ク

ハ ウ ス

Ⅰ      類

Ⅱ      類

地域インデックス方式

小　　計

蚕　　　　　繭

畑
　
　
作
　
　
物

大
　
　
　
　
豆

地域インデックス方式  a
0

計
1,026 51334,714

小　　　計

樹園地方式
減収総合短縮方式

樹園地方式
減収総合一般方式

 a
1,690 1,924

0 0

 a
0 0 0 0 0

 a
0

108 2 1

0 0

半相殺
減収総合短縮方式

 a
10 100

31,854

半相殺
減収総合一般方式

 a
1,401 1,512

0 0 0 0

914 457

19,783 475,057 19,038 9,519

半相殺
減収総合短縮方式

 a

小　　　計  a
20,230

地域インデックス方式  a
0 0 0 0 0

475,057

引      受 共     済    掛     金

19,038 9,51920,230

ぶ
　
ど
　
う

全相殺
減収方式

 a
279 312 2,752 110 55

19,783



D H

C 保険料 手持共済掛金 収　入 単位当たり

農家負担金 (A - D) 賦課金 共済金額

千円 千円 千円 千円 千円

㎏当たり

りんご

早生１群　　　172円

　　２群　　　117円

中生３群　　　163円

　　４群　　　109円

晩生５群　　　455円

　　６群　　　190円

　　７群　　　141円

ぶどう

早生１群　　　467円

中生２群　　　646円

　　３群　　　271円

　　４群　　　234円

晩生５群　　1,054円

　　６群　　　804円

　　７群　　　279円

　　８群　　　219円

10,032 4,184 5,848 15,880 1,748

㎏当たり

546 169 498 1,044 大豆
１類

3,332 1,416 2,656 5,988 対象申請者

299円

2 2 1 3 交付申請者以外

131円

3,880 1,587 3,155 7,035 2,366 種子用         634円

３類           375円

749 220 697 1,446 216 ホップ

2,380円

790 409 556 1,346 そば

対象申請者

13 16 1 14 601円

交付申請者以外

803 425 557 1,360 431 211円

蚕繭

0 0 0 0 0 2,510円

5,432 2,232 4,409 9,841 3,013

6 0 6 12 1 １棟当たり 3,955千円

301 8 292 593 11 11,712千円

86,482 31,133 55,348 141,830 14,115 413千円

2,739 1,729 1,009 3,748 16 29,867千円

1,526 943 583 2,109 96 7,425千円

1,317 1,134 182 1,499 62 8,839千円

136 94 41 177 8 3,466千円

2,697 1,519 1,177 3,874 384 376千円
95,198 36,560 58,632 153,830 14,692
95,204 36,560 58,638 153,842 14,693

967,623 252,013 716,372 1,683,995 306,666

850513 176 337

0

1

0

0

0

2

0

1 0

0

0

0

0

158

0

0 0

457

9,519 4,008 1,618

0 0

5,511 15,030

4,008 5,511

0

756

交付(納入)保険料

(B － D)

共     済    掛     金 E

9,519 15,030

130

55 18 37 92

0

299



（２） 任意共済事業の規模
項   目

単 共 済 金 額

位 総   額

  共済目的 千円 千円

棟 13,065 13,559 76,736,100 249,649

棟 82,282 85,951 1,077,143,900 1,162,349

95,347 99,510 1,153,880,000 1,411,998

損 総合 台 22,112 23,289 72,117,100 277,418

害 火災 台 2,839 3,007 5,170,900 6,208

24,951 26,296 77,288,000 283,626

口 8 4 8,000 24

1,231,176,000 1,695,648

引    受

建
物

農
機
具

保管中農産物補償

保
　
　
険
　
　
関

係

再共済割合　地震等以外　30％　地震等　50％

小    計

合　　　計

共       済    掛    金

本年度予定 前年度実績

火  災

小    計

総  合



B C D １棟(台)

A 再共済掛金 再共済 手持共済掛金 当たり

 共済掛金 事務費賦課金 手数料   A-(B-C) 共済金額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

180,282 69,367 93,364 21,747 108,665 5,873

639,309 523,040 348,705 141,220 431,824 13,091

819,591 592,407 442,069 162,967 540,489

161,983 115,435 161,983 3,261

3,621 2,587 3,621 1,821

165,604 118,022 165,604

17 7 18

985,212 710,436 442,087 162,967 706,093

 再共済手数料率  火災共済 40.50％　総合共済23.14％

共       済    掛    金
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